
２　監査のテーマ　　　ＩＣＴ活用による行政事務の効率化について

指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（１）ＩＣＴを活用した業務効率化は、特定の所属
や業務内容に限られることなく、全庁的な導入が進
んでいるか。また導入した効果は見られているか。

【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

ア　スマート自治体の実現を目指すうえでも、Ｉ
ＣＴを活用した業務効率化は重要な要素の１つで
あり、全庁的に理解が進むことが必要である。ま
た、働き方改革の観点からも、ほとんどの所属が
時間外勤務縮減の課題を抱えており、こうした状
況を解決するためにも、業務効率化の重要性を全
庁的に周知し、サポートを行っていくこと。

　令和２年度から開始した「四日市市総合計画」に
「スマート自治体の実現」を掲げており、ＩＣＴを
活用した業務効率化などを職員に浸透させるため
に、具体的なアクションプランとして、令和３年度
に「四日市市情報化実行計画」を策定している。ま
ずはこの計画内容について全庁的に掲示板等で周知
し、本市が目指すデジタル化の理解の促進に努め
た。また、令和４年１０月には管理職向けのデジタ
ル人材研修を実施するなど、今後も引き続きＩＣＴ
活用による業務効率化の重要性について周知を行
う。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　令和４年度に、ＤＸ推進の必要性の認識や、ＩＣ
Ｔを活用した業務効率化の意識醸成を図るために所
属長研修を実施した。今後も、継続して所属長を含
む職員のＤＸ推進にかかる意識改革を目的とした研
修を実施していく。

【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

イ　全庁的にＩＣＴを活用した業務改革を進めて
いくためにはコーディネートできる職員の配置が
求められるが、そのためには人材の育成が重要で
あり、大きな課題である。インセンティブをはじ
め、そうした職員のモチベーションが向上する仕
組みなどについても研究するとともに、効果的に
取り組みを進めることができる体制づくりに努め
ること。

　「四日市市情報化実行計画」の中で、ＤＸ（デジ
タルトランスフォーメーション）を推進するデジタ
ル人材の育成を掲げており、令和４年度に、「デジ
タル人材育成計画」の策定を進めている。この計画
では、デジタル人材育成の基本方針をはじめ、全職
員を対象とした研修体系や育成スケジュールを取り
まとめる予定であり、職員のモチベーションが向上
する仕組み等について検討をすることとした。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　令和５年３月に策定した「四日市市デジタル人材
育成計画」に基づいて、令和５年度から３年間で全
職員を対象に、デジタル関連の研修を行うととも
に、デジタル関連資格の取得促進に向けた資格取得
奨励制度を新たに創設し、やる気のある職員のモチ
ベーション向上に努める。

令和３年度　行政監査の結果（指摘・意見・リスク発現の可能性があるもの）に基づく
措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　行政監査

３　監査対象　　　　　総務部　ＩＣＴ戦略課

３　監査実施期間　　　令和　４年　２月　７日
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【　検討中　】　　令和　４年　９月３０日

ウ　全庁的な展開を図るにあたり、活用ができな
い職員が生じることのないよう、研修などを通じ
て職員への浸透を図ること。

　「デジタル人材育成計画」の策定において、職員
の階層別研修の内容を整備し、ＩＣＴを活用できな
い職員が生じないような研修メニューを取り入れて
いく。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　「四日市市デジタル人材育成計画」に基づいて、
ＩＣＴを活用できない職員が生じないような研修メ
ニューを取り入れた。今後も職員の階層別研修の内
容を整備していく。

【　検討中　】　　令和　４年　９月３０日

　「デジタル人材育成計画」を策定するとともに、
行財政改革の視点や人事面の制度改革等、ＩＣＴ活
用による業務効率化に関連する所属との連携をと
り、先進的な職場が更に業務効率化を加速できるよ
うな支援や先進的な所属の取組を全庁的に展開する
仕組みづくりを検討していく。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　「四日市市デジタル人材育成計画」に基づいて、
ＩＣＴに関する知識や利活用について、全庁的に研
修を進める。
　また、業務効率化を推進するため、働き方改革推
進室と連携し、ＡＩ等検討部会や働き方改革推進本
部を通じて昨年度の業務効率が改善した事例を示し
てＡＩ・ＲＰＡの横展開を図っていく。今後はＲＰ
Ａの研修会を実施し、職員が自らＲＰＡを操作し、
業務効率に必要なプログラムを作成できるようにし
ていく。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

① ＩＣＴを活用した業務効率化を進めるにあたり
求められる職員の育成について【有効性の視点】

【　検討中　】　　令和　４年　９月３０日

　令和４年度に策定予定の「デジタル人材育成計
画」の中で、令和５年度から始める研修を通じて、
デジタル技術を活用した業務の変革を自所属の課題
として捉えて実行する職場の風潮の醸成を図ってい
く。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　「四日市市デジタル人材育成計画」に基づいて、
デジタル関連のスキルを取得するだけでなく、デジ
タル技術を活用した業務の変革を自分ごととして捉
えて実行する職場風土を醸成するための研修も実施
する。

エ　ＩＣＴ活用による業務効率化を全庁的に展開
するには、ＩＣＴ戦略課のみでは成功に結び付け
ることは難しい。業務の効率化や職員の働き方改
革に取り組むには、行財政改革の視点と人事面で
の改革も必要であり、そうした部門との組織的な
連携をとりつつ、業務効率化に取り組んだ職場が
報われるような仕組みづくりに努めること。

ア　ＩＣＴという言葉が付くとＩＣＴ戦略課の業
務とみられ、自らの業務とは直接関係がないと思
われることが多いが、ＩＣＴを活用した業務効率
化は特定の所属ではなく全庁的に関わるものであ
り、それぞれの職員が自らの業務に直接関係する
との認識を持たなければならない。
　そのため、職員研修等を通じて職員の意識改革
を進めるとともに、業務効率化に積極的に取り組
むことができる職員育成を行うこと。
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【　検討中　】　　令和　４年　９月３０日

　令和４年度のＲＰＡシナリオ作成業務委託におい
ては、ＲＰＡの知識のあるＩＣＴ戦略課職員がヒア
リングへの参加や各種調整を行っている。
　令和５年度は、各部局の職員に対してもＲＰＡの
研修を実施し、各部局の職員が主体的にＲＰＡシナ
リオ開発業者との調整を行える環境を整えていく。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　「四日市市デジタル人材育成計画」に基づいて、
所属ごとにＤＸ推進の中核を担うリーダーを選出
し、ＲＰＡ等の業務委託時に的確な業務対応ができ
るよう、専門的な研修を実施する。

【　検討中　】　　令和　４年　９月３０日

　令和４年度に、所属長を含めた管理職員を対象と
したＤＸ研修を実施し、管理職員が率先してデジタ
ル技術を活用した業務の変革を行う意識の醸成を
図っていく。

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　「四日市市デジタル人材育成計画」を策定するに
あたり、所属長に対し、ＤＸ推進の必要性の認識
や、デジタル技術を活用した業務効率化の意識醸成
を図るために集合研修を実施した。

② 市民サービスの視点に基づいた業務効率化の推
進について【住民福祉の向上の視点】

【　検討中　】　　令和　４年　９月３０日

　令和４年３月に策定した「四日市市情報化実行計
画」の中で行政手続のオンライン化を掲げており、
令和７年度までに順次行政手続きをオンライン化す
る予定である。行政手続きをオンライン化する際に
は、入力項目が本当に必要か、簡略化できないかと
いった住民視点に立ち、推進していく。
　また、同計画の中ではデジタル化に不慣れな市民
等への対策として「デジタルデバイド対策」を掲げ
ており、誰もがデジタルの恩恵を受けられるように
努めていく。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　令和４年度は１７手続きのオンライン化を実施し
た。今後も、行政手続のオンライン化を計画的に実
施していくとともに、各種申請フォームやオンライ
ンで申請されたデータの取り扱いを含めた業務プロ
セスの見直しを進める。
　また、デジタル化によって行政サービスに不公平
が生じないよう、デジタルに不慣れな市民に対して
支援を実施することで、市民の公平性の担保に努め
ていく。

ウ　業務の全体像を見据えたうえでどのように業
務効率化を図るかという視点からも、管理職は非
常に重要な役割を担っている。また、職員の育成
については、所属長の意識や姿勢が非常に重要で
あると考えられる。こうしたことから、まず所属
長をはじめとした管理職の意識改革に取り組むこ
と。

イ　ＩＣＴを活用した業務効率化を各部局におい
て進めていくためには、核となる人材が必要であ
る。ＲＰＡ等の業務委託を行う際にも業者への的
確な指示や牽制が不可欠であり、職員育成にあ
たってはこの点も踏まえること。

　ＩＣＴを活用した業務効率化については、職員
の業務負担の軽減を図る側面のみならず、市民
サービスの向上にも繋がるような視点を持って進
めること。なおその際には、各種の申請等におい
て入力項目が本当に必要か、あるいは簡略化でき
ないかといった点についても検討を行うこと。
　また、ＩＣＴを活用した市民サービスを展開し
ていくにあたっては、各家庭においてインター
ネット環境が整っているかどうかなどの違いがあ
ることから、サービスを利用する市民の公平性の
観点にも留意して研究を進めること。
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③ 広域的なＩＣＴ活用の展開について【効率性、
有効性、住民福祉の向上の視点】

【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　ＩＣＴを活用して業務効率化を進めていくにあ
たっては、広域的に取り組むことも有効であると
考えられる。四日市市はＩＣＴの活用が比較的進
んでいるということであるが、さらに他地域の良
い事例も調査するとともに、コスト面についても
意識しつつ、周辺自治体をリードしながら、情報
分野における広域連携や標準化についても検討す
ること。

　ＩＣＴを活用した業務効率化の取り組みは、他市
町においても同様の課題をかかえて推進しているた
め、国の動向や他市町の事例、先進的な民間事業者
の事例を研究しつつ「四日市市情報化実行計画」の
推進を図っていく。
　また、他市町との情報共有においては、全国の自
治体間で共有されているチャットツールを使用し、
積極的に連携を図っていく。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　引き続き、国の動向や他市町の事例、先進的な民
間事業者の事例を研究し「四日市市情報化実行計
画」の推進を図っていく。
　また、全国の自治体間で共有可能なチャットツー
ルを全庁的に導入し、他市町との情報共有を図って
いく。

リスク発現の可能性があるもの

　　　特になし

-150-


